
令和６年度１１月補正予算案の概要

（一般会計補正予算）

（企業会計補正予算）

（企業会計補正予算）
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予　　　　　　　　　算

一般会計補正予算（第６号）

水道事業会計補正予算（第２号）

※△印は減を表しています。
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１　ポイント
〇 「安全・安心の確保」「文化・スポーツを活かしたまちづくりの推進」「地域経済の活性化」「脱炭素化の

推進」の４つを柱に予算を編成
〇 「安全・安心の確保」として、昨今の台風被害などを踏まえ、市民に対して迅速かつ的確な避難指示を

行うため、８月の台風10号の際に氾濫した河川などに水位計を設置する。また、地震などの災害発生
時に、断水等の被害を防止するため、医療機関や避難所などの重要施設への水の供給ルートの耐震
化などを実施する。

〇 「文化・スポーツを活かしたまちづくりの推進」として、人口減少や少子化が進む中、将来を担うこどもや
若者が夢を抱き、希望が持てるまちづくりを進めるため、最高峰の屋内プロスポーツや大規模コンサー
トが開催できるアリーナの整備に向けて、公募条件や選定基準の設定などへの支援を受けるための総
合的アドバイザリー業務を実施する。また、施設利用者の満足度を向上させるため、プロ野球や高校
野球で使用されるちゅ～るスタジアム清水（清水庵原球場）への投球スピード測定器の設置などを実
施する。

〇 「地域経済の活性化」として、市内情報系大学等に通う学生の市内就職を促進するとともに、デジタル
エンタテインメント産業の集積による市内産業の高度化を図るため、デジタルエンタテインメント企業の
本市への進出を支援する。また、企業誘致を推進するため、企業が進出を検討する際に必要な情報を
一元的に整理し、発信する特設ウェブサイトの構築などを実施する。

〇 「脱炭素化の推進」として、温室効果ガス排出量の削減による脱炭素化を推進するため、市有施設の
照明設備のＬＥＤ化を実施する。

〇 その他、転入超過への転換に向けて、若者や子育て世帯などの移住を促進するため、移住者の住宅
確保費用の助成費などを計上する。

２　予算規模 （単位：千円）

補正前の額 補正予算額 補正後の額

一般会計 365,063,632 720,432 365,784,064

特別会計 252,431,112 252,431,112

企業会計 80,151,707 80,151,707

697,646,451 720,432 698,366,883

３　補正額一覧表
一般会計 （単位：千円）

補正前の額 補正予算額 補正後の額

総務費 41,128,949 39,400 41,168,349

民生費 124,154,050 238,341 124,392,391

衛生費 38,008,106 323,000 38,331,106

商工費 6,276,968 29,248 6,306,216

土木費 45,353,560 40,400 45,393,960

消防費 12,487,270 9,908 12,497,178

教育費 48,359,795 40,135 48,399,930

その他 49,294,934 49,294,934

365,063,632 720,432 365,784,064

国庫支出金 65,354,866 31,128 65,385,994

県支出金 21,553,038 10,000 21,563,038

寄附金 2,871,100 30,000 2,901,100

繰入金 11,049,090 519,271 11,568,361

繰越金 6,639,586 35,519 6,675,105

諸収入 9,180,595 16,714 9,197,309

市債 32,997,600 77,800 33,075,400

その他 215,417,757 215,417,757

365,063,632 720,432 365,784,064歳 入 合 計

同
上
財
源

区 分

合 計

区 分

歳 出 合 計
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４　11月補正後予算額の推移（一般会計）

（単位：千円、％）

年   度 補正予算額 11月補正後予算額
補正後
予算額

対前年度比

平成２７年度 732,119 287,435,288 1.2

平成２８年度 6,679,009 292,756,085 1.9

平成２９年度 489,131 315,619,607 7.8

平成３０年度 5,998,301 322,816,581 2.3

令和元年度 3,432,295 325,746,443 0.9

令和２年度 950,236 414,521,063 27.3

令和３年度 20,088,528 363,128,571 △ 12.4

令和５年度 8,916,604 370,801,750 △ 4.9

令和６年度 720,432 365,784,064 △ 1.4

7.3389,802,309令和４年度 20,724,956
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５　事業の概要

◎は新規事業、○は拡充事業、☆は臨時的事業 （単位：千円）

課　名
 施　策　・　事　業
   (款－項－目）

予    算    額
  (      )内は、
補正前予算額

危機管理局

△ 92 （事業内容）

(92)

総合政策局

◎ 13,500 （事業内容）

(0)

観光交流文化局

△ 22,465 （事業内容）

(23,400)

【特定財源】 市債 △ 20,200

☆ 30,000 （事業内容）

(0)

【特定財源】 市債 22,500

（１）　一般会計

内　　容　　等

危 機
管 理 課

企 画 課

水防協議会委員

（９－１－４）

文 化 財 課 旧文化財資料館解体工事の工期を見直したことに伴う現年
予算の減額
・対象施設　　旧文化財資料館
　　　　　　　　　（葵区宮ケ崎町102-1　静岡浅間神社境内）
・工事期間　　見直し前　令和６年10月～令和７年６月
　　　　　　　　　見直し後　令和６年８月～令和７年８月
　　　　　　　　　　　　　　　　※年末年始など参拝客の多い
　　　　　　　　　　　　　　　　　　11月～翌年２月を除く

東京圏などからの移住者や本市出身者のＵターン移住者な
どを本市に呼び込むための住宅確保に係る助成
・対象者　　 　39歳以下の県外から市内への移住者、または
　　　　　　　　 18歳未満の世帯員を帯同する県外から市内へ
　　　　　　　　 の移住者
・条件　　　　　転入前に県外に５年以上在住し、次の①～③
　　　　　　　　 などの就業に関する条件を満たしていること
　　　　　　　　 ①県内事業所にて新規に正規雇用されたこと
　　　　　　　　 ②テレワークを活用して勤務先を変えずに移住
　　　　　　　　　　していること
　　　　　　　　 ③転入する前と同じ事業を個人で運営している
　　　　　　　　　　こと　など
・対象経費　　①敷金、礼金、家賃 （最大３年間※36月分）
　　　　　　　　　②住宅購入にかかる費用
　　　　　　　　　③実家等の２世帯化の改修等にかかる費用
・補助率　　　 1/2　　※旧安倍６村又は両河内地区への移住
　　　　　　　　　　　　　　 の場合は3/4
・補助上限額  ①東京圏（埼玉県・千葉県・東京都・神奈川県
　　　　　　　　　　  の条件不利地域を除いた市区町村）から
　　　　　　　　　 　 移住する場合
　　　　　　　　　　　 ア 単身世帯　60万円
　　　　　　　　　 　　イ ２人以上の世帯　100万円
　　　　　　　　　　　 ※イの場合、子ども(18歳未満)１人につき
　　　　　　　　　　　　　100万円加算
　　　　　　　　　　　 ※400万円を超える場合は400万円を上限
　　　　　　　　 　②上記以外の地域から移住する場合
　　　　　　　　　 　　①の1/2（上限200万円）
　　　　　　　　　※既存の「静岡市移住・就業補助金」との併用
　　　　　　　　　　 も可能。
・基準日　　 　 令和７年１月１日 ※この日以降の転入が対象
・受付開始日　令和７年２月３日
・その他　　　　転入日から３年経過前に市外へ転出した場合
　　　　　　　　　は、補助金の全額返還、５年経過前に市外へ
　　　　　　　　　転出した場合は半額返還を求める。

静岡市水防計画を静岡市地域防災計画と一体的に策定する
こととしたため、水防計画に係る調査審議事務を所掌する静
岡市水防協議会を廃止することに伴う予算の減額

静岡市移住者住宅確保応援
事業費助成
（移住・定住推進事業）

（２－２－１）

清水庵原球場整備事業
（スポーツ施設維持管理事業）

（１０－６－３）

旧文化財資料館解体事業
（文化財保護管理運営事業）

（１０－５－２）

ス ポ ー ツ
振 興 課

ちゅ～るスタジアム清水（清水庵原球場）における投球スピー
ド測定器の設置
・完了時期　　令和７年３月
　　　　　　　　　※高校野球春季大会までに設置（予定）
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◎は新規事業、○は拡充事業、☆は臨時的事業 （単位：千円）

課　名
 施　策　・　事　業
   (款－項－目）

予    算    額
  (      )内は、
補正前予算額

内　　容　　等

保健福祉長寿局

健康福祉部

☆ 3,421 （事業内容）

(0)

【特定財源】 国庫補助金（2/3） 2,279

保健衛生医療部

☆ 30,000 （事業内容）

(100)

【特定財源】 寄附金 30,000

子ども未来局

☆ 121,800 （事業内容）

(0)

30,000 （事業内容）

(105,667)

【特定財源】 国庫補助金（1/3） 10,000
県補助金（1/3） 10,000

30,956 （事業内容）

(381,712)

【特定財源】 国庫補助金（2/3） 20,637
市債 8,200

☆ 1,936 （事業内容）

(0)

☆ 45,313 （事業内容）

(0)

令和５年度分子ども・子育て支援交付金等の交付額確定に
伴う返還金

子 ど も
未 来 課

子 ど も
未 来 課

国の補助基準額の変更に伴う事業費の増額
・対象施設　　市内民間放課後児童クラブ　11施設
・対象経費　　人件費、事業費、施設費等
・補助額　　　 児童数や開所日数、各加算項目から算定され
　　　　　　　　  る補助基準額を上限とする

障 害 者
支 援
推 進 課

子 ど も
未 来 課

国の補助基準額の変更に伴う事業費の増額
・対象施設　　ひばり幼稚園
・対象事業　　新園舎（駿河区下川原）の建設
　　　　　　　　　現園舎（駿河区用宗）の解体
・対象経費　　本体工事費、解体撤去工事費、設計費など
・補助額　　　 ４億1,266万８千円
・補助率　　　 3/4

子育て支援施設運営事業

（３－２－２）

子 ど も
未 来 課

民間放課後児童クラブ運営費
助成
（児童健全育成推進事業）

（３－２－１）

放課後児童クラブ運営事業
（児童健全育成推進事業）

（３－２－１）

就学前教育・保育施設整備
事業費助成

（３－２－２）

ＩＣＴ導入モデル事業費助成

（３－１－４）

保 健 衛 生
医 療 課

清水地域医療人材育成鈴与
基金積立金

（４－１－９）

児童福祉管理事業

（３－２－１）

幼 保
支 援 課

令和５年度分子ども・子育て支援交付金の交付額確定に伴う
返還金

障害福祉サービス事業所における業務の効率化等に必要な
ＩＣＴ機器の導入に係る経費を助成
・対象事業所　市内障害福祉サービス事業所　11事業所
・対象経費　　タブレット端末等情報端末、ソフトウェア、
　　　　　　　　  Wi-Fiルーター等通信環境機器に係る購入
　　　　　　　　  経費及び保守経費
・補助額　　　 １事業所あたり上限100万円
・補助率　　　 3/4

令和５年度分子ども・子育て支援交付金等の交付額確定に
伴う返還金

寄附金の清水地域医療人材育成鈴与基金への積立金
・寄附額　　　3,000万円
・活用内容 　基金への積み立てを行い、今後の清水地域に
　　　　　　　　 おける公的医療機関が実施する医療人材育
　　　　　　　　 成事業への助成制度に活用
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◎は新規事業、○は拡充事業、☆は臨時的事業 （単位：千円）

課　名
 施　策　・　事　業
   (款－項－目）

予    算    額
  (      )内は、
補正前予算額

内　　容　　等

☆ 4,915 （事業内容）

(0)

293,000 （事業内容）

(2,651,514)

【特定財源】 諸収入 16,714

経済局

産業基盤強化本部

☆ 6,500 （事業内容）

(0)

海洋文化都市推進部

☆ 25,900 （事業内容）

(0)

22,748 （事業内容）

(230,000)

【特定財源】 国庫補助金（3/4、2/3、1/2） 20,712

令和６年度の実施計画の決定に伴う事業費の増額及び財源
更正
・実施内容　①実施計画推進事業
　　　　　　　　　事業の全体推進管理、推進会議、外部評価
　　　　　　　　　委員会の運営、広報活動、産学マッチング、
　　　　　　　　　調査業務など
　　　　　　　 ②大学改革事業
　 　　　　　　　 静岡理工科大学への海洋DXコース（修士課
　　　　　　　　　程）の開設に向けた「駿河湾・海洋DX研究室」
　　　　　　　　　の設置及び人材育成プログラムの開発
　　　　　　　 ③マリンインフォマティクス事業
　　　　　　　　　研究拠点における海洋データ等の利活用シス
　　　　　　　　　テム構築に向けた機器取得など
　　　　　　　　　※様々な研究内容に柔軟に対応するため、駿
　　　　　　　　　　 河湾の海洋データ分析を行う計算機の調達
　　　　　　　　　　 方法を、リースから購入に変更
　　　　　　　 ④海洋ＤＸ研究開発・事業化推進事業
　　　　　　　　　海洋関連産業の高度化・高付加価値化、新規
　　　　　　　　　事業創出に向けた研究開発に係る推進分野
　　　　　　　　　及びロードマップの検討
・事業期間　令和６～15年度
　　　　　　　　※国庫補助対象期間は令和10年度までの
　　　　　　　　　 ５年間

B X
推 進 課

清水港周辺エリアのまちづくりを関係機関・企業等と連携して
一層推進するための経済局海洋文化都市推進部の移転
・移転先　　　浪漫館14階（清水区港町２丁目）
・実施内容　 引っ越し作業、電気・電話設備の整備、
　　　　　　　　 ネットワーク環境の整備、間仕切壁の設置、
　　　　　　　　 備品購入　など

産 業 基 盤
強 化 本 部

子ども医療費助成

（４－３－２）

市立こども園等運営事業

（３－２－２）

ブルートランスフォーメーション
推進事業
（戦略産業推進事業）

（７－１－１）

海洋文化都市推進部移転事業
（海洋文化都市推進事業）

（２－２－１）

企業進出支援情報発信事業
（商工業企画事業）

（７－１－１）

子 ど も
家 庭 課

こ ど も
園 課

B X
推 進 課

本市の立地環境や企業誘致施策等について情報発信する
特設ウェブサイトの構築
・掲載内容　　①大学、専門学校等に関する情報
　　　　　　　　　②生活コストやまちの特徴など、生活環境に
　　　　　　　　　　 関する情報
　　　　　　　　　③物件、交通インフラ、産業集積など、
　　　　　　　　　　 ビジネス環境に関する情報
　　　　　　　　　④行政施策や支援制度に関する情報　など

インフルエンザや手足口病等の感染症の流行による子どもの
受診回数の増加に対応するための事業費の増額
・対象年齢　　 　０歳から18歳まで
・利用者負担　　入院　負担なし
　　　　　　　　　　 通院　１歳未満　負担なし
　　　　　　　　　　　　　　 １歳以上　１回あたり500円
・助成方法　　　　受診時の窓口負担額を減免
　　　　　　　　　　　※時間外診療や県外受診などの場合は
　　　　　　　　　　　　 償還払い

令和５年度分子ども・子育て支援交付金の交付額確定に伴う
返還金

8



◎は新規事業、○は拡充事業、☆は臨時的事業 （単位：千円）

課　名
 施　策　・　事　業
   (款－項－目）

予    算    額
  (      )内は、
補正前予算額

内　　容　　等

都市局

建築部

△ 50,000 （事業内容）

(50,000)

【特定財源】 国庫補助金（4.5/10） △ 22,500
市債 △ 18,100

建設局

土木部

10,000 （事業内容）

(10,000)

☆ 90,400 （事業内容）

(0)

【特定財源】 市債 85,400

教育局

25,000 （事業内容）

(0)

☆ 7,600 （事業内容）

(0)

水災害対策事業
（河川改修事業）

（８－３－１）

河 川 課 １　危機管理型水位計の設置
　　新たに洪水浸水想定区域に指定される予定の河川や、
　８月の台風10号で氾濫した河川への水位計の設置
　・設置数　　　５箇所
　・設置場所　  ①一級河川　小豆川
　　　　　　　　　　②準用河川　内宮川、道成寺川、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 新川、浜田川
２　排水ポンプ車の購入
　　台風等の大雨の際に、氾濫の危険性がある河川の排水
　処理を機動的に行うための排水ポンプ車の購入
　・整備台数　　１台
　・排水能力　　１分当たり30㎥程度（想定）

住 宅
政 策 課

将来の人口推計を踏まえた団地の必要戸数の見直しにより、
設計業務の完了時期が令和７年度に変更となったことに伴う
現年予算の減額
・事業内容　　建替工事に係る基本設計及び実施設計
・団地戸数　　変更前　 234戸
　　　　　　　　　変更後　  64戸

建 設
政 策 課

急傾斜地崩壊危険箇所に指定された区域における防災施設
設置工事に対する助成
・対象区域　　急傾斜地崩壊危険箇所に指定された区域のう
　　　　　　　　　ち、斜面高が５メートル以上かつ保全人家が
　　　　　　　　　４戸以下のもの
・補助対象　　対象区域内の保全対象人家所有者
・対象経費　　擁壁等の防災施設設置工事費
・補助額　　　 上限500万円
・補助率　　　 1/2

令和７年度当初から使用する指導用デジタル教材の早期調
達の実施
・使用学年　　中学校１～３年分
・関係教科　　国語、英語

教 育
セ ン タ ー

教育センターの空調設備の故障に伴う修繕
・所在地　　　葵区与一６丁目
・修繕内容　 中央管理空調（１系統５台）の撤去
　　　　　　　　 個別空調（５台）の設置

学 校
教 育 課

指導用デジタル教材購入事業
（教材教具等事業）

（１０－３－２）

教育センター空調修繕事業
（教育センター運営事業）

（１０－１－４）

急傾斜地崩壊対策事業

（９－１－５）

上土団地建替事業
（公営住宅等整備事業）

（８－５－２）
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第２表　　繰越明許費

（追　加）

事　　　業　　　名 金　額

千円

2 総 務 費 1 総務管理費 10,990

2 企 画 費 25,900

3 民 生 費 2 児童福祉費 19,900

6 2 林 業 費 44,000

26,906

77,033

8 土 木 費 2 6,500

25,000

90,000

49,880

20,100

75,000

40,000

25,000

240,000

20,100

林 道 整 備 事 業 費 （ 市 単 ）
（ 林 道 井 川 雨 畑 線 ）

道 路 施 設 維 持 管 理 費
（ 道 路 パ ト ロ ー ル 車 両 更 新 ）

橋 り ょ う 整 備 事 業 費 （ 市 単 ）
（（県）静岡清水自転車道線外１）

道 路
橋りょう費

款 項

静 岡 市 民 文 化 会 館 建 設 事 業 費

海 洋 文 化 都 市 推 進 事 業 費

林 道 維 持 管 理 費 （ 公 共 ）
（ 林 道 東 俣 線 ）

林業専用道整備事業費（公共）
（ 林 業 専 用 道 樽 峠 線 ）

児 童 館 管 理 運 営 経 費
（長田児童館等空調設備改修事業）

農 林 水
産 業 費

議案第157号　令和６年度静岡市一般会計補正予算（第６号）（抜粋）

道 路 改 良 事 業 費 （ 道 交 ）
（与一右衛門新田静岡用水路添線）

道 路 改 良 事 業 費 （ 防 安 交 ）
（ （ 国 ） ３ ６ ２ 号 ）

道 路 改 良 事 業 費 （ 公 共 ）
（ （ 国 ） １ ５ ０ 号 ）

橋 り ょ う 整 備 事 業 費 （ 公 共 ）
（（県）静岡清水自転車道線外１）

道 路 改 良 事 業 費 （ 市 単 ）
（ 与 一 右 衛 門 新 田
静 岡 用 水 路 添 線 外 ２ ）

交通安全施設整備事業費（防安交）
（ 南 安 倍 町 曲 金 一 丁 目 線 ）

交通安全施設整備事業費（公共）
（ 御 幸 町 鷹 匠 町 ２ 号 線 ）

交通安全施設整備事業費（市単）
（南安倍町曲金一丁目線外１）
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3 河 川 費 145,890

265,400

10 教 育 費 1 教育総務費 7,600

11 災害復旧費 2 79,000

54,000

2,000

農 林 水 産
施 設
災害復旧費

河 川 改 修 事 業 費 （ 防 安 交 ）
（大内新田地区雨水貯留施設）

単 独 災 害 復 旧 事 業 費
（ 根 古 屋 治 山 施 設 ）

河 川 改 修 事 業 費 （ 市 単 ）
（ （ 準 ） 旧 大 谷 川 外 ５ ）

単 独 災 害 復 旧 事 業 費
（ 林 道 相 沢 線 外 ７ ）

教 育 セ ン タ ー 運 営 経 費
（教育センター空調設備改修事業）

公 共 災 害 復 旧 事 業 費
（ 根 古 屋 治 山 施 設 ）
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第３表　　債務負担行為補正

（追　加）

事　　　　　　　項

議案第157号　令和６年度静岡市一般会計補正予算（第６号）（抜粋）

日 本 平 周 辺 環 境 調 査
業 務 経 費

30,000千円

　令和６年度に日本平周辺環境調査業務委託契約を締
結し、その金額を令和７年度以降２年間で支払う。

自 令和７年度

至 令和８年度

期　　間 限　　度　　額

66,000千円

自 令和７年度

268,000千円

市 有 施 設 照 明 設 備
基 礎 調 査 業 務 経 費
（ 令 和 ６ 年 度 分 ）

令 和 ７ 年 度
　令和６年度に市有施設照明設備基礎調査業務委託契
約を締結し、その金額を令和７年度に支払う。

ア リ ー ナ 整 備 事 業
ＰＦＩ等アドバイザリー
業 務 経 費

市単独道路舗装整備事業費

456,500千円

令 和 ７ 年 度

令 和 ７ 年 度

デ ジ タ ル
エ ン タ テ イ ン メ ン ト
企 業 誘 致 業 務 経 費

市 有 施 設 照 明 設 備
Ｌ Ｅ Ｄ 化 事 業 費
（ 令 和 ６ 年 度 分 ）

1,495,600千円

　令和６年度に市単独道路舗装整備工事請負契約を締
結し、その金額を令和７年度に支払う。

　令和６年度に市有施設照明設備修繕契約を締結し、
その金額を令和７年度に支払う。

12,000千円

令 和 ７ 年 度

令 和 ７ 年 度

　令和６年度にアリーナ整備事業ＰＦＩ等アドバイザ
リー業務委託契約を締結し、その金額を令和７年度以
降２年間で支払う。

至 令和８年度

　令和６年度にデジタルエンタテインメント企業誘致
業務委託契約を締結し、その金額を令和７年度に支払
う。

72,000千円

市 単 独 道 路 改 良 事 業 費
　令和６年度に市単独道路改良工事請負契約等を締結
し、その金額を令和７年度に支払う。
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北 部 体 育 館 空 調 設 備
改 修 事 業 費

91,000千円

　令和６年度に北部体育館空調設備修繕契約を締結
し、その金額を令和７年度に支払う。令 和 ７ 年 度

史 跡 三 池 平 古 墳
土 質 調 査 等 業 務 経 費

8,200千円

　令和６年度に史跡三池平古墳土質調査等業務委託契
約を締結し、その金額を令和７年度に支払う。

50,000千円

　令和６年度に上土団地建設工事設計業務委託契約を
締結し、その金額を令和７年度に支払う。

市 単 独 河 川 改 修 事 業 費

93,000千円

令 和 ７ 年 度

令 和 ７ 年 度

令 和 ７ 年 度

　令和６年度に市単独河川改修工事請負契約を締結
し、その金額を令和７年度に支払う。

市 単 独 橋 り ょ う 整 備
業 務 経 費

7,500千円

上 土 団 地
建 設 工 事 設 計 業 務 経 費

令 和 ７ 年 度
　令和６年度に市単独橋りょう整備業務委託契約を締
結し、その金額を令和７年度に支払う。
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（変　更）

事　　　　　　　項 区分 期　　間 限　　度　　額

変 自 令 和 ７ 年度

更 １５,０７０,０００千円

前 至 令 和 10 年度

変 自 令 和 ７ 年度

更 １６,１４８,０００千円

後 至 令 和 10 年度

　 変

更 令 和 ７ 年 度 ４２,０００千円

前

変

更 令 和 ７ 年 度 ６４,４６５千円

後

静 岡 市 民 文 化 会 館
再 整 備 事 業 費
（ そ の ２ ）

旧文化財資料館解体事業費
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第４表　　市債補正

（変　更）

千円 千円 千円

こども園・保育所等
施 設 整 備 事 業

101,700 8,200 109,900

河 川 改 修 事 業 1,453,600 85,400 1,539,000

公 営 住 宅 建 設 事 業 247,200 △ 18,100 229,100

文 化 財 保 護 事 業 229,300 △ 20,200 209,100

体 育 施 設 整 備 事 業 26,300 22,500 48,800

議案第157号　令和６年度静岡市一般会計補正予算（第６号）（抜粋）

△印は減

起　債　の　目　的
限　　　度　　　額

補正前の額 補　正　額 補正後の額
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千円 年度 千円 年度 千円 千円 千円 千円

葵 区 城 内 町 外
導 水 管 及 び 配 水 管
布 設 替 工 事

149,000 89,000 60,000

葵区駿府町導水管及び
配 水 管 布 設 替 工 事

351,000 210,000 141,000

清 水 区 庵 原 町
送 水 管 布 設 替
工 事 （ そ の １ ）

183,000 109,000 74,000

清 水 区 庵 原 町
送 水 管 布 設 替
工 事 （ そ の ２ ）

170,000 102,000 68,000

清 水 区 村 松 配 水 管
布 設 替 工 事

108,000 64,000 44,000

債務負担行為に関する調書（追加）

事　項 限度額

事業収益

左の財源内訳

損 益 勘 定
留保資金等

期　　間 金　　額

７

企業債

351,000

期　　間 金　　額

７ 149,000

７

５年度末までの
支 払 義 務
発生（見込）額

６年度以降の
支払義務発生
予 定 額

７ 183,000

170,000

７ 108,000

議案第158号　令和６年度静岡市水道事業会計補正予算（第２号）（抜粋）
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千円 年度 千円 年度 千円 千円 千円 千円

（仮称）新中町配水
池整備に伴う送水管
及び配水本管更新基
本 設 計 そ の ２ 業 務

30,000 30,000

葵区羽高外送水管布設
替 基 本 設 計 業 務

10,000 10,000

（仮称）新中町配水池
系送水管及び配水管布
設替に伴う鉄道協議資
料 作 成 業 務

10,000 10,000

清水谷津浄水場急速ろ
過施設外更新実施計画
策 定 業 務

63,470 63,470

（仮称）新中町配水
池 場 内 道 路
詳 細 設 計 業 務

34,474 34,474

清水区清地配水本管
及 び 配 水 管
切 り 回 し 工 事

120,000 120,000

谷田外清水区内配水
管 布 設 替 工 事

603,400 353,000 250,400７ 603,400

７ 34,474

７ 120,000

７ 10,000

７ 63,470

左の財源内訳

期　　間 金　　額

７ 10,000

期　　間 金　　額 事業収益 企業債
損 益 勘 定
留保資金等

債務負担行為に関する調書（廃止）

事　項 限度額

５年度末までの
支 払 義 務
発生（見込）額

６年度以降の
支払義務発生
予 定 額

30,000７
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